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　人口減少が急速に進む中、地域の将来戦略を見直す必要があります。大
都市を除く地域では2050年までに人口が半減する中、自治体の多くでは
効率的な行政サービスの維持が困難になります。
　「地方創生」は約10年にわたり年間2兆円の財源を投入したものの、東京
一極集中の是正はできていません。原因分析や実効的な政策設計が不十
分で、時点評価も甘かった点が問題です。また、出生率の低下要因の構造
的な理解なしの地方への単純な財政投入では、効果は限定的です。さら
に、地方が財政面で国へ強く依存している実態もあります。地方の財源を
支える主な方法は地方交付税制度ですが、その制度は成熟社会である現
代に即しておらず、インセンティブ設計の未発達により、地方が税収を自力
で確保する努力はほぼなされません。その一方、地方では人口減少下にも
かかわらず、公共施設の延床面積がむしろ増加基調にあるなど、歪な状況
も生じています。国から地方への財政出動が過大に行われている中、実は
日本の地域間格差はGDPベースでは国際的に見て小さいという事実もあ
り、政治の在り方が問われます。
　今後、都道府県と市町村は、地域人口の半減を見据え、現実的な戦略を
構築し、地域ごとに役割やサービス水準を見直すべきです。国が税制度を
改革するには時間と労力がかかるため、まずは自治体自身が危機意識を持
ち、選択と集中を進めるべきです。地方分権には格差を伴うことを受け入
れつつ、社会を再構築する視点が求められます。
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